
□新規申請 □変更申請 □軽微変更該当証明申請

□非住宅建築物（工場等以外） 面積 ㎡

□工場等 面積 ㎡ 円

非住宅建築物（工場等以外）面積 ㎡

工場等 面積 ㎡ 円

合計 面積 ㎡ ③ 円

□モデル建物法 □左記以外 ＊工場等の場合は手数料に差はありません。

円

円

＊複合建築物以外の場合は下表より、複合建築物の場合は左記より算出。 円

㎡以内 □ 円□ 円□ 円□ 円□ 円 □ 円

㎡超え ㎡以内 □ 円□ 円□ 円□ 円□ 円 □ 円

㎡超え ㎡以内 □ 円□ 円□ 円□ 円□ 円 □ 円

㎡超え ㎡以内 □ 円□ 円□ 円□ 円□ 円 □ 円

㎡超え ㎡以内 □ 円□ 円□ 円□ 円□ 円 □ 円

㎡超え ㎡以内 □ 円□ 円□ 円□ 円□ 円 □ 円

㎡超え □ 円□ 円□ 円□ 円□ 円 □ 円

㎡以内 □ 円□ 円□ 円

㎡超え ㎡以内 □ 円□ 円□ 円

㎡超え ㎡以内 □ 円□ 円□ 円

㎡超え ㎡以内 □ 円□ 円□ 円

㎡超え ㎡以内 □ 円□ 円□ 円

㎡超え ㎡以内 □ 円□ 円□ 円

㎡超え □ 円□ 円□ 円

＊ ＊ ＊

年 月 日 第 号

1 この納付書は、建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律に基づく適合性判定等の手数料を貼付するものです。
2 ＊印の欄以外は、申請者が記入してください。□には該当するものに☑印を記入してください
3 「工場等」とは、工場、倉庫、自動車車庫、卸売市場、火葬場又はと畜場、汚物処理場、ごみ焼却場その他の処理施設、その他これらに類する用途として知事が認め
るものです。
4 モデル建築物法により計算を行う場合で、工場等以外の建築物の部分の床面積が、五分の一未満かつ三百平方メートル未満である場合は、全体を「工場等」の用途
と見なします。
5 「工場等」及び「工場等以外」の部分を含む複合用途の場合は、各々の面積に応じ算出した合計の額とする。（ただし、全体面積を「工場等以外」の欄にて算出した額
を超える場合は、当該額とする。）
6 収入証紙は高額証紙を使用し、枚数はできるだけ少なくしてください。
7 収入証紙は、申請者（納入者）において消印しないでください。
8 収入証紙貼付欄からはみ出さないように貼付し、貼付欄に貼付仕切れない場合は、裏面に貼付してください。
9 法第34条第1項の認定を受けた建築物エネルギー消費性能向上計画に係る同条第3項に規定する他の建築物については、この納付書は使用できません。
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③及び④の安価な方（申請手数
料）

岐阜県収入証紙納付書
（建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律に関する適合性判定事務の手数料用）

令和6年4月1日時点

建築場所

地名地番

番　号

収入証紙貼付欄（岐阜県収入証紙）
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申請の種類

□複合建築物

複合建築物手数料額算定*

建築物の用途
及び面積

①
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非住宅部分（工場等以外）の面
積より算出

工場等の部分の面積より算出
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